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当課では、県内に事業所をおき労働組合のある企業３００社（従業員数

３００人以上の大手１５０社、３００人未満の中小１５０社）を対象として、

毎年、年末一時金の要求・妥結状況調査を実施している。

調査対象企業のうち、回答のあった２３１社について集計を行った結果は次

のとおりである。（集計は、平成１７年１月３１日現在）

１ 平均要求額１ 平均要求額１ 平均要求額１ 平均要求額

（１）平均要求額は、６１１，４３４円となっている。

（２）要求額が最も高いのは、情報通信業で１，３５７，８７０円、次いで

教育、学習支援業で９２９，８０３円、医療、福祉で８３２，５６３円

の順となっている。

逆に、最も低いのは、飲食店、宿泊業で２７０，０９３円、次いでパ

ルプ・紙業４７５，１６０円、卸売・小売業で４７７，５５８円の順と

なっている。

（３）規模別にみると、大手１２４社の平均要求額は６４３，２４９円とな

っている。一方、中小１０７社の平均要求額は５７５，７２４円となっ

ている。



２ 平均妥結額２ 平均妥結額２ 平均妥結額２ 平均妥結額

（１）平均妥結額は、５２５，０６４円、２．０６ヵ月分となっている。

前年（平均妥結額５１３，２１６円）と比べると、１１，８４８円上回

っており、増加率２．３１％となっている。

（２）妥結額が最も高いのは、情報通信業で１，２４７，４３１円、次いで

教育、学習支援業９８５，８００円、化学・石油業で６７７，５８５円

の順となっている。

逆に、最も低いのは、飲食店、宿泊業で２３２，９４４円、次いでパ

ルプ・紙業３９２，１１７円、金属製品業で３９６，０２６円の順とな

っている。

（３）対前年増加率が最も高いのは、一般機械器具業で１５．０１％、次い

で鉄鋼業で１４．４４％、建設業１３．５６％の順となっている。

逆に、最も低いのは、繊維・衣服業△３０．０６％、次いで飲食店、

宿泊業△２８．７３％、サービス業△９．５３％の順となっている。

（４）規模別にみると、大手１２４社の平均妥結額は５５７，３５１円

（２．０９ヵ月分）で、前年（平均妥結額５３９，３４６円）を

１８，００５円上回っている。対前年増加率３．３４％である。

また、中小１０７社の平均妥結額は４８７，６４８円（２．０１ヵ月

分）で、前年（平均妥結額４８４，５０１円）を３，１４７円上回っ

ている。対前年増加率０．６５％である。

平均妥結額を比較すると、大手が中小を上回っており、その差は

６９，７０３円となっている。

（５）地区別にみると、妥結額は高い方から福岡、北九州、筑後、筑豊の順

となっている。

大手では北九州、福岡、筑後、筑豊の順となっているが、中小では福

岡、筑後、筑豊、北九州の順となっている。


